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要　旨
　サービタイゼーションによる財務業績へのメリットが論じられる一方，サービタイゼーショ
ンが財務業績に与える影響に関する実証研究結果は，正の関係を示すもののみではなく，負，U
字または逆 S 字関係を示すものと様々である。それゆえ，本稿では，Web of Science と Emerald
を用い，サービタイゼーションと財務業績の関係に関する2024年 7 月28日時点までの複数領域
の研究を体系的にレビューした。出版年，掲載ジャーナル，研究方法を明らかにしたうえで内
容分析を行った。まず，既存研究の傾向や知見を示し，DC（ダイナミック・ケイパビリティ）の
枠組みに統合した。そのうえで，サービタイゼーションを行う企業における管理会計の貢献可
能性について論じた。有効な管理会計手法として，BSC，ABC，新規事業を予測できる意思決定
手法，製品とサービスを統合したロードマップの利用に基づく各種投資計画をあげ，経営管理
手法として，組織間関係，顧客との契約の検討の必要性を論じた。そして研究方法としての
QCA 利用が望ましいことを指摘した。

1. はじめに

近年，国内外製造業においてサービスやソリューション提供に力を入れる企業が増えている。

Neely et al. （2008）や Neely et al. （2011）の OSIRIS を用いた分析によると，2007年 1 月時点

において，米国，フィンランドでは過半数，他の多くの国においても高い割合で上場製造業が

サービタイゼーションを行っており，日本においては，2007年 1 月時点では11.64％と低い割

合であるが，2011年の同様の調査においては30％を超えたことが明らかとなっている。サービ

タイゼーションのメリットは様々ある。特にコモディティ化が進んだ産業においては，製品の

販売だけでは十分な利益が得られないことから，サービスを付加する，さらには，製品とサー

ビスを束にして顧客企業の問題にあったソリューションを提供することにより，高い利益率，

長期的な収益が見込める（e.g. Davies 2004; Gebauer et al. 2005; Oliva and Kallenberg 2003; 

Vandermerwe and Rada 1988）。一方，サービタイゼーションが財務業績に与える影響に関する
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実証研究結果は正の関係を示すもののみではなく （e.g., He and Lai 2012），負 （e.g., Neely 2008），

U 字または逆 S 字（e.g., Fang et al. 2008; Kastalli and Van Looy 2013）を示すものと様々であ

る。財務業績に影響を与える要因を明らかにし，それを踏まえ，高い財務業績を得るための管

理会計の役立ちを考えることが重要である。それゆえ，本稿では，サービタイゼーションと財

務業績の関係に関する研究を体系的にレビューし，既存研究の傾向や知見を示し，ダイナミッ

ク・ケイパビリティ（DC）の枠組みに統合する。サービタイゼーション研究は，経営学などの

隣接領域においては研究蓄積が進んでいるが，管理会計学領域においては，近年始まったばか

りである。それゆえ，Web of Science と Emerald を用い，複数領域をまたがる論文をレビュー

した。そのうえで，サービタイゼーションを行う企業における管理会計の貢献可能性について

論ずる。

2 ．先行研究

2.1 サービタイゼーション

サービタイゼーションという言葉が社会科学系の論文において提唱されたのは，1988年であ

る。Vandermerwe and Rada（1988）は，サービタイゼーションを「顧客に焦点を当てて，財，

サービス，サポート，セルフ・サービス，知識を組み合わせた束を提供すること」（p.316）と

定義している。

その後，マーケティング，オペレーションマネジメント等の領域において研究蓄積がなされ

システマティック・レビューもなされてきたが（e.g., Rabetino et al. 2018），管理会計学領域

における研究は国内外ともに最近始まったばかりである（e.g., Pistoni and Songini 2017; 伊藤 

2018; 片岡 2017: 2020; 諸藤 2020: 2021: 2023; 諸藤ほか 2023）。

2.2 サービタイゼーションと財務業績の関係に関する文献レビュー論文

管理会計学領域でサービタイゼーションを初めて本格的に取り上げた書籍であるPistoni and 

Songini（2017）は，「サービタイゼーション・パラドックス」という節を設け，サービタイゼ

ーションと財務業績の関係に関する既存研究を紹介している。浅石（2021）はサービス・パラ

ドックスに関する文献研究を行っている。「サービス・パラドックス」とは，サービス・ビジ

ネスの拡張のために投資を行い，サービス提供は増え，より高いコストを招くが，それに見合

ったハイリターンが得られない現象をいう（Gebauer et al. 2005）。

両研究とも，（ 1 ）Neely （2008）の25か国の OSIRIS のデータ分析の結果と（ 2 ）サービタ

イゼーションの程度の違いによって財務業績への影響が異なることを明らかにした研究，（ 3 ）

サービタイゼーションと財務業績の関係に影響を与える要因に関する研究などを紹介している。

（ 2 ）については，サービタイゼーションの規模が小さい時には売上高利益率の増加率が大き



3サービタイゼーションと財務業績の関係に関する文献レビュー

いが，中規模レベルになると増加率が小さくなり，クリティカル・マスに達すると再度増加率

が上がることを明らかにした研究を示している。小規模の段階では，スタッフ，組織への多大

な投資が不要だが，中規模に達するとシステマティックで大規模なサービス提供を可能にする

サービス組織への投資が必要であり，大規模になると規模の経済でそれら投資を回収できるか

らである（e.g. Kastalli and Van Looy 2013）。（ 3 ）については，Pistoni and Songini（2017），

浅石（2020）ともレビューしている論文数が少なく，数多く存在する論文の中からそれらの研

究を選択した理由が示されていない。Pistoni and Songini（2017）においては，概念的研究と

フィールド・スタディ研究が示されているが，他の手法を用いた研究の知見も明らかにするこ

とは有益であると考える。

他領域において，サービタイゼーションと企業価値・企業業績の関係に関するシステマティ

ック・レビューが幾つか存在する。Niu et al. （2020）， Li et al. （2022）はサービタイゼーショ

ンと企業価値の関係についてのシステマティック・レビュー，Li et al. （2022）はサービタイゼ

ーションと企業業績との関係についてのメタ分析を行っているが，何らかの理論的枠組みに集

約することは行っていない。Feng et al. （2021）はレビュー結果を踏まえ理論的枠組みを示し，

サービタイゼーション戦略と企業業績に影響を与える要因として外部環境と企業の特徴という

カテゴリーを示しており，Kohtamaki et al. （2019）はコンティンジェンシー理論を用いてレビ

ューの集約を行っている。管理会計学領域の前述 Pistoni and Songini（2017）は，サービタイ

ゼーションの失敗を説明するうえでの理論パラダイムとして，後述する RBV に類似した知識

ベースド・ビューと期待理論を示しているが，彼ら自身はそれらを用いた統合を行っているわ

けではない。

3 ．文献レビューの枠組みと方法

3.1 文献レビューの枠組み

本稿では，リソース・ベースト・ビュー （以下，RBV）1 ）から発展したDCの枠組みを用いる。

DC とは，「急速に変化する環境に対応するため，企業内外のリソースを企業特有の活動を

1 ）	 RBV とは，企業のコントロールする経営資源が，価値を有し（戦略を考案し実行することを可能
にし），稀少性を有し，模倣可能性や代替可能性が低い場合，そしてその企業がそれら経営資源を十
分に活用できるように組織できている場合，その企業は持続競争優位性を有することを可能にすると
いう考え方である（Barney 1991: 2002）。但し，事業環境に変化が生じた場合，それらに適応する行
動をとらなければ，既存の資源はコア・コンピテンスからコア・リジリティ（硬直性）（Leonard-
Barton 1992）となりその企業は淘汰される。そのようなことから発展してきた理論が DC である。
経営資源は，財務資本，物的資本，人的資本，組織資本に分類される（Barney 2002）。なお，ケイ
パビリティは，企業が経営資源を組み合わせたり活用したりすることを可能にする企業属性のみを意
味するという研究者と経営資源とほぼ同義とする研究者とが存在する（Barney 2002）。
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行うのを可能にするよう，統合，構築，再構成する企業の能力」（Teece et al. 1997, p. 516）を

いう。企業の歴史的資源の再構成ゆえ，持続的競争優位が可能となる（菊澤 2018, p. 38）。DC

は，（ 1 ）「機会・脅威の感知」，（ 2 ）新製品開発，特定のビジネスプロセスの選択，資源配分

などの「機会の捕捉」，（ 3 ）新たな環境や機会の捕捉に適合すべくルーティンを改良する「脅

威と再構成のマネジメント（ないしトランスフォメーション）」のプロセスからなる（Teece 

2007, 2014）。

DC を形成するには，それを支える個人レベルやグループ・レベルの行動（Eisenhardt et al. 

2010），組織的・経営プロセス，手法，システム，構造（Teece 2007）などが必要であると論

じられており，それらをミクロ的基礎という（e.g., Teece 2007）。経営システムの中に管理会

計が含まれると考えられること（e.g., 廣本編著 2009），DC の主たる起源である RBV の議論に

おいて，持続的競争優位をもたらす要件を満たす資源を活かすための組織の要素としてマネジ

メント・コントロール・システムが含まれていることから，管理会計もミクロ的基礎に含まれ

ると考えられる。

統合の枠組みとして DC を選択した理由としては， 1 ）レビューの過程で DC の主たる起源

である RBV を用いている論文が複数存在したこと， 2 ）後述するように，サービタイゼーシ

ョンは，企業内外の様々なリソースを組み合わせて製品とサービスの束を提供していく DC と

捉えられると考えたこと， 3 ）後述するように DC を支えるミクロ的基礎に管理会計が含まれ

ると考えられ，その管理会計がどのように設計・運用されるべきかを示した研究の存在あるい

は不足を確認し，そのうえで今後の研究の方向性を示すことが可能になると考えたこと，であ

る。

3.2 文献レビューの方法

サービタイゼーション研究は，複数の学問領域で行われているため，ある領域の上位のジャ

ーナルを選択して文献検索するのではなく，データベースを用いた領域横断的な検索が適して

いると考えた。Web of Science をデータベースとして用い，（ 1 ）servitization あるいは

servitisation，（ 2 ）“service paradox” あるいは “financial performance” の両者をトピック（タ

イトル，アブストラクト，キーワード・プラス，著者キーワード） に含む論文を検索した。

（ 2 ）を“service paradox”とした場合は11件，“financial performance”とした場合は55件，両者

の重複は 2 件であった（2024年 7 月28日時点）。なお，（ 1 ）のキーワードのみで検索した場合，

1,361件となり，このトピック自体の重要性は高いと考えられる。 Niu et al. （2020）がビジネス

関係が強いとして併用している Emerald insight も同様の検索を行ったが，（ 2 ）のキーワー

ドを “service paradox” とした場合は 0 件，“financial performance” とした場合は 2 件であった。

なお，（ 1 ）のキーワードのみで検索した場合，ヒット数は43件であった。Emerald insight で

ヒットした論文は，Web of Science でもヒットした論文であったため，第一段階の対象論文は
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64件であった。それらについてまず要約を確認し，明らかに当該テーマでないものを外し，そ

の後本文を読み，サービタイゼーションを主たるテーマとしないものと財務業績を研究対象に

含めていないものを省いた。

4 ．サービタイゼーションと財務業績の関係に関する研究の傾向

4.1 出版年，掲載ジャーナル，研究方法

まず，Web of Science 等の検索結果を年別にまとめたものが以下の図表 1 である。サービタ

イゼーションという言葉が論文で示されたのが 1988年，サービス・パラドックスという言葉

が生まれたのが2005年の論文であるのに対し，2010年代後半に少し増え始め，2021年以降

（2022年を除く）やや大幅に増加している。

掲載ジャーナルについては，33種類の雑誌に当該テーマの論文が掲載されていることが明ら

かとなった。 3 本以上の論文が掲載された雑誌を示したのが以下の図表 2 である。現時点では，

会計学領域の雑誌への掲載はなく，サービタイゼーションの目的の 1 つが財務業績の向上であ

ることを考えると，学術的にも評価の高い会計学領域の雑誌に掲載される研究が望まれる。

研究方法については，多くが質問票あるいは／かつアーカイバルデータを用いた定量的な研

図表 1　論文の発行年

年 2013 2014 2015 2016 2017 2018

本数 1 1 0 0 3 4

年 2019 2020 2021 2022 2023 2024

本数 6 5 12 6 13 13

（出所）筆者作成。

図表 2　3 本以上の論文が掲載されている雑誌名と掲載本数

雑誌名 本数

Journal of Business & Industrial Marketing 7

Industrial Marketing Management 6

Sustainability 5

International Journal of Operations & Production Management 5

Technovation 4

IEEE Transactions on Engineering Management 3
（出所）筆者作成。
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究であった。それ以外に fQCA を用いた研究や事例研究が存在する。

5 ．内容分析

サービタイゼーションと財務業績の関係に影響を与える要因を明らかにした研究を以下で述

べる。

5.1 サービタイゼーションのステージ

2. 2において，サービタイゼーションの初期の段階に，サービス・ビジネス拡張のための投

資により一時的に収益性が下がる研究の存在を述べた。それらの研究にもとづけば，収益性の

一時的な低下の時期を超えれば，高収益性が享受できることが想定される。しかし，Zhang et 

al. （2020）は，低水準のサービタイゼーションにおいてはサービタイゼーションと事業業績の

関係は負，中水準においては正，高水準においては負の関係になることを中国製造業239社の

データにより明らかにしている。サービタイゼーションにかかるコストとしては，文化の変更，

活動の再設計などサービス・ビジネス拡張における困難性から生じる adjustment costs 以外に，

効果的なつながりや製品・サービス事業間のタスク相互依存性の管理により生じる coordination 

costs も生じる。中水準において規模の経済により事業業績と正の関係を示したのち，高水準

においてより広範囲の製品・サービスの束を統合して提供されるようになると，外部顧客やサ

プライヤーとの知識共有やインタラクションの複雑性が増し，後者のコストが増えることによ

り，負の関係となることを示している。

5.2 企業外の要因

Szasz et al. （2017）は，インフラ開発，教育レベルと資格，競争の激しさ，ビジネス・ネッ

トワークの発展などの点で，より進んだ経済状況がサービス収益に正の影響を与えるとし，経

済発展の遅れた状況でサービス・パラドックスがより頻繁に発生するという仮説を立て，製品

サポート・サービスを提供する22か国の554製造ユニットのデータにより支持する結果を得た。

5.3 サービタイゼーションのタイプ

サービタイゼーションのタイプにより財務業績への影響が異なることを示した研究が複数存

在する。Sousa and da Silveira （2017）は，サービタイゼーション戦略を，基礎的な製品の機

能性をインストールし維持する基礎サービス（BAS）と顧客の特定のニーズや利用状況に製

品利用を適応させるなど，基礎的製品オペレーションを超えた価値を共創するため顧客と協働

するアドバンスト・サービス（ADS）に分類し，BAS の提供は ADS の提供の必要条件である

という仮説，BAS の提供は売り上げに大きな影響がなく，収益性に負の影響を与えるという仮
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説，ADSは売上高，収益性に正の影響を与えるという仮説を立て，様々な国，セクターの製造

業931BUへの大規模サーベイ調査により検証し，BAS提供の収益性への負の影響の関係以外は

支持されている。一方，Chen and Wang （2021）は製品に関連するサービスへの移行はトービ

ンの q に正の影響，製品に関連しないサービスへの移行はトービンの q に負の影響を及ぼすと

いう結果を，産業を限定した中国の上場企業293社のデータにより明らかに示している。

また，前述したようにサービス・パラドックスの主たる理由は，新たなケイパビリティ構築

に必要な投資や実行の課題によるものであるが，サービタイゼーション戦略・タイプの違いに

より必要なケイパビリティは異なることに留意する必要がある。5.9のコンフィギュレーショ

ンでもこの点を明らかにした研究を示すが，前述 Sousa and da Silveira （2017）は，製造ケイ

パビリティと BAS 提供が正に関連し，ADS 提供とは関連しないという仮説，サービス・ケイ

パビリティは両サービス戦略と正に関連するという仮説を立て，支持する結果を得ている。そ

して， サービス・ケイパビリティのためには，インセンティブ・システムの工夫が必要と述べ

られている（Sousa and da Silveira 2017）。

5.4 技術的イノベーション

Martin-Pena et al. （2023）は，技術的イノベーションはサービス提供活動と有限の資源に対

して競合関係にあるという側面は有するが，新たなサービス提供を可能にする 2 ）ことから，企

業レベルの技術的製品イノベーションがサービタイゼーションに正に関連し，サービタイゼー

ションが企業業績に正に関連する（サービタイゼーションが技術的製品イノベーションと企業

業績を媒介する）という関係を仮説として立て，スペインの製造業企業337社のサーベイ・デ

ータをもとにした階層的回帰分析で支持する結果を得た。

5.5 オープン・イノベーション

サービス提供と製品イノベーションの有限の資源に関する競合関係は，イノベーションのパ

ートナーとのオープン・イノベーションにより解決しうる。オープン・イノベーションとは，

「企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ，価値を創造すること」（Chesbrough 2003, 邦

訳 p.8）をいう。外部企業のケイパビリティを活用ないし協力しあうことによりイノベーショ

ン・収益増やコスト減を達成することができる（Martin-Pena et al. 2023; Visnjic et al. 2018）。 

そのようなことから，Zhou et al. （2020）は，製造業者とサービスを提供する主要サプライヤ

ーとのつながりの強さ（コンタクトの頻度）が高いほど，サービタイゼーションが製造業者の

財務業績に与える影響が強まることを仮説で示し，中国 5 都市に拠点を置くサービタイゼーシ

ョン企業143社のデータにより支持する結果を得た。Martin-Pena et al. （2023）は，オープン・

2 ）	 逆に，サービタイゼーションの顧客関係が技術イノベーションの需要となることも述べられている
（Martin-Pena et al. 2023）。
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イノベーションは技術製品イノベーションとサービタイゼーションの関係をモデレートすると

いう仮説を立て，支持する結果を得ている。しかし，留意すべき点もある。 6 セクター12社の

事例研究を行った Visnjic et al. （2018）は，提供サービスが拡大し組織間関係も広がると，機

会のみでなくリスクや不確実性も蓄積し広がることを指摘している。 Benedettini and Neely 

（2019）は，サービタイゼーション戦略を採用した製造業者は，その製品に関連するサービス

の外部プロバイダーのメーカーへの依存から財務的なベネフィットを得る，という仮説ととも

に，サービス・プロバイダーの依存度が一定レベルを超えると財務業績は減少し始める，とい

う仮説をたてた。前者の仮説は，共同イノベーションのメリットに加え，サービス・プロバイ

ダーのメーカー依存が機会主義的行動を減らし，監視や契約のコストが抑えられることによる。

後者の仮説は，サービス・プロバイダーのメーカーへの依存度が高まることは他との取引を行

わなくなることを意味し，外部情報の効果的な伝達者ではなくなり，同型性も高まり，企業間

学習を抑制することによる。前者は弱い支持，後者は支持されている。

5.6 プラットフォームベース・イノベーション

Huang et al. （2022）は，サービタイゼーションにより製品優位の論理とサービス優位の論

理が対立する（以下，「ドミナント・ロジック 3 ）の衝突」）という仮説，ドミナント・ロジック

の衝突は企業の業績に悪影響を及ぼすという仮説，プラットフォームベースのイノベーション

はドミナント・ロジックの衝突が企業業績に与える負の影響を弱めるという仮説，潜在的ニー

ズの特定が企業業績に与える正の効果をプラットフォームベースのイノベーションが弱めると

いう仮説を立て，中国製造業企業334社への訪問質問票調査のデータをもとに明らかにした。

プラットフォームベースのイノベーションは，製品プラットフォームにしばしばみられるよ

うに製品ファミリー間で共有する共通の技術要素の集まりをいう（Huang et al. 2022, p.2）。ド

ミナント・ロジックの衝突と企業業績の関係に与える緩和の効果が得られる理由は，プラット

フォームを構成するモジュールを利用することによる開発の重複の回避，製造プロセス，流通

チャネル，サプライヤーの共有によるプロセスの効率化，フロントエンドとバックエンドの不

要なインタラクションの減少にある。潜在的ニーズの特定と企業業績の関係に与える影響の理

由は，プラットフォームにより慣性が生じ，リスク回避の心理が働くことである。

Cenamor et al. （2017）は，プラットフォーム・アプローチがどのように高度なサービスの

実装を促進するのかについて，複数国をまたがる大規模 B 2 B 製造業 4 社のケース・スタディ

を行い，デジタル技術を活用するプラットフォームアプローチの際のバックエンドとフロント

エンドの役割とそこでの情報モジュールの活用を明らかにしている。

3 ）	 ドミナント・ロジックとは，企業のルーティン，手順，リソースのコミットメントに組み込まれた
期待，信念，優先順位のシステムをいう（Huang et al. 2022, p. 2）。



9サービタイゼーションと財務業績の関係に関する文献レビュー

5.7 デジタライゼーション

デジタライゼーションを扱った論文は非常に多く，財務業績やサービタイゼーションを扱っ

ていない論文を除いても14件あった。デジタライゼーションは，Kohtamaki et al. （2020, p. 5）

によれば，「製造企業のエコシステムや価値連鎖を変容（transform）させ，上下流の企業が企

業境界を越えて相互作用する方法を変え，サプライヤーと顧客の相互作用を改良し，データ獲

得，保存，ビッグ・データ分析，実行を強化すること」をいう。また，オペレーションの方法

を急激に変容させるという企業内部に着目した定義も存在する（Yang et al. 2023, p. 6）。

（ 1）デジタライゼーションと財務業績の関係
まず，デジタライゼーションの財務業績への直接的な効果について，About-Foul et al. 

（2021）は，デジタライゼーションと財務業績の正の関係を中国中部の370製造業企業への質問

票調査により明らかにしている。サービス提供プロセスの効率化や顧客統合の強化が可能にな

ることなどが理由とされており，デジタライゼーションに必要な投資の財務業績への影響につ

いては仮説導出に際して言及されていない。Chen et al. （2023）も，デジタルサービスは資源

の利用率を改善し，運用コストを削減し，追加収益を生み出し，顧客との長期的なビジネス関

係を維持し，現在の製品やサービス提供のリスクを評価できるとして，民間のデジタルサービ

タイゼーションへの変革は，財務実績の持続可能性を向上させることをシミュレーションによ

り明らかにしている。 Yang et al. （2023）もデジタライゼーションと企業の財務業績との関係

が正となる仮説と負となる仮説の両者を示しているが，正の関係が河南省の製造業者370社の

サーベイデータをもとに明らかとなっている。

一方，Li et al. （2024）は，元の技術フレームワークと新しい技術を有機的に統合するために

かなりの人的，物的，財務的リソースが必要であることから初期の段階では企業の財務業績へ

の正の効果は制限され，デジタル技術が成熟した後期の段階において正の効果が得られるとい

う U 字型の関係を仮説として立て，中国スポーツ用品業31社のデータにより支持されている。

Liu et al. （2024）も中国設備製造業者210社のデータにより U 字型の関係を明らかにしている。

（ 2）デジタライゼーション，サービタイゼーション，財務業績の関係
次に，デジタライゼーションとサービタイゼーション，財務業績との関係については，様々

な仮説が立てられ検証されてきた。

まず，デジタライゼーションがサービタイゼーションに正の影響を与える関係を示した研究

が複数存在する。前述 About-Foul et al. （2021）は，デジタライゼーションは，コスト効率の

改善，複雑なサービス提供の促進，組織間ネットワークのよりよい情報フローの獲得を通じ，

サービタイゼーションに正の影響を与えることを明らかにしている。 About-Foul et al. （2021）

はそれ以外に，デジタライゼーションと企業の財務業績との関係に対するサービタイゼーショ
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ンの媒介効果も分析し，サービタイゼーションは両関係の一部を媒介していることを明らかに

している。

前述 Yang et al. （2023）は，サービタイゼーションを，基礎的サービスとアドバンスト・サ

ービスに分類し，デジタライゼーションはいずれのタイプのサービタイゼーションとも正の関

係を有していることを明らかにした。また，サービタイゼーションはデジタライゼーションが

企業業績を生むチャンネルの 1 つであるとして，サービタイゼーションがデジタライゼーショ

ンと企業の財務業績の関係を一部媒介するという関係を明らかにした。Yang et al. （2023）は

さらに，上級管理者の組織的なリスクテイキングへの寛容度（Organizational risk taking 

tolerance: ORTT）は，デジタライゼーションとサービタイゼーションの戦略におけるリスク

を他の管理者や従業員がとることを促進するとして，デジタライゼーションとサービタイゼー

ションの関係を正にモデレートするという関係を明らかにしている。また，調整，関係スキル，

パートナー知識，内部コミュニケーションの次元を有するネットワーク・キャパシティがサー

ビタイゼーションと企業の財務業績の関係を正にモデレートするという関係の仮説を立て，ア

ドバンスト・サービスについてのみ支持されている。これらケイパビリティはアドバンスト・

サービスに特に重要になるという直感と一致している。

ケイパビリティの概念を用いて関係を明らかにした研究もある。デジタル・ケイパビリティ

は，サービタイゼーション提供を可能にし，その能力が強化される。デジタライゼーションに

より SSP もコスト効率的なサービス提供のベネフィットを享受する可能性があるが，デジタ

ル・サービタイゼーションの文献では，SSC が最も収益性が高く，戦略的に有益なサービス形

態であると認識されている（Kohtamaki et al. 2020; Paschou et al. 2020）。ここで SSP，SSC と

は，サービタイゼーションの 2 類型（Mathieu 2001）であり，サプライヤーの製品をサポー

トするサービスである SSP（Service supporting the supplier’s product）とサプライヤーの製品

に関連する顧客の活動をサポートするサービスである SSC（Service supporting the client’s 

action in relation with the supplier’s product）を意味する。Davies et al. （2023） は，サービ

ス・ケイパビリティがデジタル・ケイパビリティと企業の財務業績・市場の業績を媒介すると

いう関係を明らかにしており，その正の媒介効果は SSC の方が強いことも明らかにしている。

サービタイゼーションがデジタライゼーションと財務業績の関係を媒介するのではなく，正

にモデレートすることを示した研究もある（Li et al. 2024）。

デジタライゼーションがサービタイゼーションと財務業績をモデレートする関係を示した研

究も存在する。前述 Li et al. （2024）は，デジタル化により，企業の正確なサーチ，ポジショ

ニング，カスタマイゼーション能力が促進され，正確な意思決定サポートがなされ，サービタ

イゼーションの調整された開発を促進するための不要な人的・物的・財務的資源の浪費を減ら

すことができることから，サービタイゼーションと ROA の関係をデジタル変化の程度が正に

モデレートするという仮説をたて，中国スポーツ用品業のデータを用いて支持する結果を明ら
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かにしている。前述 Liu et al. （2024）は，サービタイゼーションが進むとサービス・ビジネス

の焦点が狭く絞られる関係とその関係をデジタル技術適用が正にモデレートする関係，サービ

スビジネスの焦点と財務業績の正の関係を明らかにしている。

デジタライゼーションとサービタイゼーションの交互作用が財務業績に U 字型の効果をも

たらすことをスウェーデン製造業者130社のデータをもとに Kohtamaki et al. （2020）は明らか

にしている。デジタライゼーションが低から中位のレベルにおいては，非常に高価な開発関連

のケイパビリティへの投資に対して，まだデジタライゼーションへの企業戦略の強調がなされ

ておらず価値を得ることができない。デジタライゼーションが高位のレベルになると，デジタ

ライゼーションから価値を得るためのケイパビリティを身に着け，アドバンスドサービスの高

い価格設定が可能になり，さらに様々な顧客セグメントにカスタマイズした広範囲のサービス

を提供できるようになる。

デジタライゼーションがサービタイゼーションのより洗練されたタイプへの発展を促し，高

財務業績につながることを示した研究も存在する。Ulaga and Reinartz （2011）は，サービス

の受け手と価値規程の性質により B 2 B サービスを 2 × 2 に分類している。サービスの受け手

がサプライヤーの製品ではなく顧客のプロセスになったり，顧客との約束がインプット遂行に

ついてではなくアウトプットになった方が，顧客の支払い意思は高まりより高レベルのサービ

スと捉えられている。Harrman et al. （2023）は，前者の進展を顧客経路，後者の進展をアウ

トカム経路と名付け，デジタルの情報により，両経路の進展が促進されること，それら進行は

関係業績を媒介して高財務業績につながること，両経路の正の交互作用効果が関係業績を媒介

して財務業績に及ぼされることを仮説として示し，ドイツ，米国，英国の製造業企業の270名

の管理者へのオンラインサーベイ調査のデータにより分析を行っており，顧客経路への進行が

関係業績を媒介して財務業績につながる間接効果以外は支持された。

（ 3）デジタライゼーションの効果の実現困難性
前述実証結果で示されているように，デジタライゼーションがサービタイゼーションをより

効果的なものとし，高い財務業績につながることは望ましい結果であるが，その実現の困難性

を示した事例研究が存在する。Kamp et al. （2022）は， 4 社の MTB 企業の事例研究により，

顧客は，機械の購入・リースに関心がありスマートサービスへの関心は二の次であること，情

報共有への抵抗，サイバーセキュリティへの懸念も示していたこと，契約の交渉相手は先行研

究より最高情報責任者が望ましいが，そのような交渉は一部であったことが明らかとなった。

一方，先行研究はスマートサービス専任の営業を持つことが望ましいとしているのに対し，販

売スタッフがバックエンドからフロントラインに移行する傾向はみられた。加えて，収益化は

難しく，すべてのケース企業において，サービス関連収入は主に基礎サービスと中間サービス

から得られていること，マシンの可用性の向上による効果（メンテナンス費用削減率）を証明
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できれば課金ができるが，その効果の証明が難しいことが明らかとなった。このように，価値

を得る機会を見つけても顧客がそれに応じず，課金の算定ベースとなる情報入手も難しい状況

の存在が示されている。

5.8 既存事業との関係

Hyun and Kim （2021）は，韓国タイヤ製造業企業 1 社の ERP データを用い，サービタイゼ

ーション（タイヤのレンタルサービス）と非サービタイゼーション（オンラインやオフライン

の指定販売店によるタイヤ販売）において，販売チャネル間のコンフリクトは企業の売上高成

長を負の方向にモデレートするという仮説と内部のコンフリクトは企業の売上高成長を負の方

向にモデレートするという仮説を立てた。前者については販売チャネル間のコンフリクトがな

いため，両事業の売上高は独立の関係にあったということ，後者については一部のグループの

み支持されたことを示している。ただし，両事業で販売チャネル間のコンフリクトが生じなか

った理由，すなわち独立のものと顧客がとらえた理由については示されていない。

5.9コンフィギュレーション

サービタイゼーションの成功を生む原因は複数の要素からなり，その要素間は相互関係を有

していることも少なくないため，QCA 分析を用いることが有用である（Heirati et al. 2024b）。

QCA 分析は，原因要素の異なる構成を通じて同じ結果を達成できることが想定されている。

Ambroise et al. （2018） は，フランスの製造業194社の CEO へのサーベイ・データに対し

fuzzy-set Qualitative Comparative Analysis （fsQCA）を行い，付加サービス，活動再構成，

ビジネスモデル再構成のいずれのサービスも財務業績の向上につながる可能性を明らかにした。

また，それが可能となるのは，顧客志向組織設計（COOD）について，付加サービスの場合は

基本的なものでよいが，活動再構成の場合はサービス・デリバリー・システムに，ビジネスモ

デル再構成の場合はサービス文化に焦点を当てるときのみであることも明らかにした。

Sjödin et al. （2019）は，スウェーデンの高度なサービス提供者50社のデータについて

fsQCA を行い，高度なサービス提供のための 3 つの関係ガバナンス，すなわち，イノベーシ

ョンガバナンス戦略（高いサービスイノベーション，代替手段への低い魅力，明確な契約の利

用度の低さ），関係ガバナンス戦略（高いサービスイノベーション，知覚される高いスイッチ

ングコスト，明確な契約の利用度の低さ），市場ベースのガバナンス戦略（高いサービスイノ

ベーション，知覚される低いスイッチングコスト，代替手段の高い魅力，明確な契約の高い利

用度）を明らかにした。

Heirati et al. （2024a）は，サービタイゼーション，組織ケイパビリティ，文脈要因，財務業

績間の相互作用を調べるため，イランの設備製造業151社の質問票調査回答について fsQCA を

行い，財務業績のアウトカムに対しアドバンスド・サービタイゼーションは十分条件であるこ
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と， 3 つのコンフィグレーションを明らかにした。

Yan et al. （2021） は，QCA ではなく階層的回帰分析によりコンフィギュレーションを明らか

にしている。サービタイゼーションを 5 ．7 で述べた SSP と SSC とに分け，企業業績の関係を

調べたところ，両戦略とも企業業績に影響がなかった。主効果のみの分析は不十分だとして，

サービス志向の組織構造，人的資源管理，企業文化を考慮したところ，SSP-文化-構造，SSC-

文化-HR のコンフィギュレーションが企業業績にプラスに相関することが，中国の製造業207

社の質問票調査データの階層的回帰分析により明らかとなった。この結果から，サービタイゼ

ーションのタイプに応じて，RBV の組織の要素 4 ）を設計することの重要性が示唆される。

6 ．まとめと今後の管理会計研究の可能性

6.1 まとめ

以上の文献レビューにより，様々な要因がサービタイゼーションと財務業績との関係に影響

を与えることが明らかとなった。それら要因は，DC の枠組みにおいて以下のように説明され

る。各要因を DC の枠組みで位置づけたフレームワークが図表 3 である。

（ 1 ）�高財務業績につながるサービタイゼーションのためのリソース・ケイパビリティと企業

内リソース制約への対応

サービタイゼーションが高い財務業績をもたらすためには，製品・サービスの提供に際し，

リソースないしケイパビリティを組み合わせること（トランスフォメ―ション）が重要である。

必要なケイパビリティは製造業が提供するサービスの種類によって異なる。また，基礎的な

サービス（BAS）自体は収益性に結びつかなくても，収益性に結びつく応用サービス(ADS)の

必要条件となる（ 5 ．3 ）。

技術イノベーションとサービス提供は，有限のリソースに対して競合関係にあるという側面

は有するが，前者の成果とサービス提供で得られる顧客関係においては，一方がもう一方の新

たな提供を可能にするという関係が成り立っている（ 5 ．4 ）。

オープン・イノベーションやプラットフォームを利用したイノベーションは，技術イノベー

ションとサービス提供の有限のリソースに関する競合関係や製品とサービスのロジックの対立

の解消につながるが，オープン・イノベーションやプラットフォーム・イノベーションへの依

存がもたらしうる問題（自社に過度に依存するメーカーのもたらす情報の減少，潜在的なニー

ズへの対応の回避など）にも留意すべきである（ 5 ．5 ， 5 ．6 ）。

オープン・イノベーションのように企業外部の「アイデア」を結合させるのみならず，企業

外部の各種「インフラ」も重要であり，経済発展の遅れた状況下では，サービス・パラドック

4 ）	 脚注 1 ）を参照されたい。
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スがより頻繁に発生する（ 5 ．2 ）。

（ 2 ）リソース・ケイパビリティの結合の複雑性への対応

以上，企業内外のリソース・ケイパビリティの結合について述べたが，サービタイゼーショ

ンの進展に伴い，より広範囲の製品・サービスの束を統合して提供するようになると，外部顧

客やサプライヤーとの知識共有やインタラクションの複雑性が増し，事業業績に負の影響を与

えるという研究結果にも留意すべきである（ 5 ．1 ）。

その解決策として，プラットフォーム・イノベーションやデジタライゼーションの利用が示

唆される。デジタライゼーションは，顧客との関係の強化，すなわち顧客資本との結合を可能

にし，プロセスの効率化による資源利用を減少させ，財務業績との正の関係をもたらす。しか

し，デジタライゼーションの初期段階において，既存の技術フレームワークと新しい技術の統

合のための各種リソースがかかり，その後デジタライゼーションのプラスの効果が得られると

いうデジタライゼーションと財務業績との U 字型の関係をもたらす研究も存在することに留

意すべきである（ 5 ．7 ）。

（ 3 ）DC を支えるミクロ的基礎

3 ．1 で述べたように，DC を支えるミクロ的基礎が重要である。デジタライゼーション（ 5 ．7 ），

サービス・ケイパビリティにインセンティブ・システムの工夫が必要であること（ 5 ．3 ），そ

して，QCA などを用いたコンフィギュレーションを明らかにする研究により，各コンフィギ

ュレーションに合ったミクロ的基礎（サービス重視の企業文化や HR など）をあわせて用いる

ことにより高い財務業績につながること（ 5 ．9 ）が明らかとなっている。一方，DC を支える

ミクロ的基礎として，HR やインセンティブ・システムは，特に財務業績を評価要素に含める

場合は管理会計の要素として含められるものの，DC を支える管理会計の設計・運用の在り方

についてはほぼ言及されていない。それゆえ，次節で管理会計の貢献可能性について述べる。

6.2 管理会計の貢献可能性と今後の管理会計研究の方向性

　 5 ．の内容分析ごとに管理会計の貢献可能性や今後の研究の方向性について述べる。

図表 3　サービタイゼーションと財務業績の関係に影響を及ぼす要因の DC フレームワークへの統合

リソース・ケイパビリティ サービスの種類により異なる，技術的イノベーションの成果⇔サ
ービス提供により得られる顧客関係，外部企業のケイパビリテ
ィ，企業外部の各種インフラ

リソース制約への対応 オープン・イノベーション，プラットフォーム・イノベーション

リソース・ケイパビリティの結合へ
の複雑性対応

プラットフォーム・イノベーション，デジタライゼーション

ミクロ的基礎 デジタライゼーション，インセンティブ・システムその他 HR，
サービス重視の企業文化

（出所）筆者作成。
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「 5 ．1  サービタイゼーションのステージ」に関し，サービス提供規模が中程度の時の

adjust コストは，その後の収益性回復が予想されなければ企業は投資を躊躇する可能性がある。

採用するサービタイゼーション戦略に対し，どのようなデジタライゼーションやサービタイゼ

ーションのケイパビリティが必要になるのかを具体的に示し，それが最終的にどのように財務

業績につながるかを可視化することが有用である。その際のツールとして BSC は有効である

と考えられる（Kaplan and Norton 2004）。coordinationコストについては，プラットフォーム

ベース・イノベーションの利用により回避できることが 5 ．6 の内容分析により示唆された。

どの費目についてどれだけの金額が減るのかが明確化されれば，その利用が促進されると考え

られ，その金額の算出には ABC の利用が有効であると考えられる（Kaplan and Cooper 1998）。

「 5 ．3  サービタイゼーションのタイプ」，「 5 ．9  コンフィギュレーション」について，サ

ービタイゼーションのタイプにより必要なケイパビリティを明確化し，現時点のレベルと比較

し，水準を上げていく活動を計画していくことが必要と考えられ，BSC が有効であると考えら

れる（Kaplan and Norton 2004）。

「 5 ．4  技術的イノベーション」，「 5 ．6  プラットフォームベース・イノベーション」に関

し，製品イノベーションとサービス・イノベーションが相互作用するためには，製品とサービ

スを統合したロードマップの利用が有効である（An et al. 2008）。それに基づき各種投資計画

を行うことが望ましいであろう。また，前述したようにプラットフォームのモジュールの共通

利用を ABC により促進することが有効である。

「 5 ．5  オープン・イノベーション」において，組織間関係に機会とリスクが広がることに

関し，サービタイゼーション契約に関する研究群の知見を踏まえ，ネットワーク内でどのよう

に成果やリスクを配分していくかを検討していく必要がある。その問題に加え，組織間関係か

ら機会を得続けるためにどのようにサプライヤーやビジネス・パートナーとの関係を創出・維

持していくかについて検討していく必要がある。その際、日本の自動車産業のサプライヤー関

係の歴史の知見は参考になると考えられる。

「 5 ．7  デジタライゼーション」の必要な投資の促進については， 5 ．1 への検討で述べたが，

組織的リスクテイキングはトップの姿勢のみでなく，戦略実行をする管理者や従業員に対する

業績評価・報酬システムを含む人的資源管理のあり方も検討する必要があると考える。また，

顧客側の情報共有を促進し，収益化の手立てを得るために，どのように顧客との契約をすべき

かを検討する必要がある（諸藤 2021）。

「 5 ．8  既存事業との関係」について，カニバリゼーションを起こさないよう別の事業と認

識される工夫が必要であるとともに，既存事業の利益減に対する新規事業のキャッシュフロー

を予測できる意思決定手法や BSC などによる戦略の明確化のあり方を検討する必要がある。

最後に，研究方法についてであるが，サービタイゼーションによる高財務業績の確保には

様々な要素が関係し，要素間の相互関係も想定されることから，特にサンプル数が多く得られ
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ない場合に QCA の利用は望ましいと考えられる。一方，Kamp et al. （2022）のように，定量

研究では見えない実務上の問題点の把握が事例研究により可能となる。そこからの検討により

詳細な要素間の関係性の発見につながり理論を発展させることが可能となると考えられる。

以上，DC を支えるミクロ的基礎としての管理会計の貢献可能性について論じた。今後，本

稿で論じたような各管理会計手法の役立ちが存在するのか，また，異なる形での管理会計の貢

献があるのかについて，サービタイゼーションを行っている企業の実務を観察し明らかにして

いくことが重要であると考える。

（付記）

本論文は，立教大学経済研究所ディスカッションペーパー「サービタイゼーションと財務業

績の関係に関する文献レビュー」（J-9, 2025年 2 月発行）に分析の枠組みの変更等の修正を加え

たものである。本研究は，科学研究費補助金・基盤研究（C）（24K05186）の研究成果の一部

である。
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